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1. 設置許可基準規則への適合性の概要
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2. 設置許可基準規則への適合性

（第十六条、第四条）
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2. 設置許可基準規則への適合性（第十六条）（遮蔽機能）

⚫ 設置許可基準規則の要求事項

規則等 要求事項 遮蔽設計の方針 特記事項

設置許可基準
規則(注１)第十
六条第4項第
一号

使用済燃料からの放射線に
対して適切な遮蔽能力を有す
るものとすること。

Hitz-P24型は、使用済燃料からの放射
線に対して適切な遮蔽能力を有する設
計とする。

Hitz-B52型（M-DPC20002(注３)）
及びMSF-24P(S)型（C-SE-
2110271 (注４)）と同様。

貯蔵事業許可
基準規則解釈
(注２)第4条第1
項第3号

使用済燃料を金属キャスクに
収納するに当たっては、遮蔽
評価で考慮した燃焼度に応じ
た配置の条件又は範囲を逸
脱しないよう必要な措置が講
じられること。

型式証明申請の範囲外とする。

―

設置許可基準
規則解釈(注5)

別記４第16条
第２項

表面の線量当量率が
2mSv/h以下、かつ、表面から
1m離れた位置における線量
当量率が100μSv/h以下であ
ること。

Hitz-P24型は、使用済燃料集合体か
らの放射線を本体及び蓋部のガンマ線
遮蔽材及び中性子遮蔽材により遮蔽す
る設計とし、Hitz-P24型表面の線量当
量率を2mSv/h以下、かつ、Hitz-P24
型表面から1メートル離れた位置における
線量当量率を100μSv/h以下となる設
計とする。

Hitz-B52型（M-DPC20002(注３)）
及びMSF-24P(S)型（C-SE-
2110271 (注４)）と同様。

設置許可基準規則(注１) の要求事項に対するHitz-P24型の遮蔽設計の方針を下表に示す。

◆ 燃料体等の取扱施設及び貯蔵施設（第十六条第４項第一号）（遮蔽機能）

(注１) 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」
(注２) 「使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
(注３) 使用済燃料貯蔵施設の特定容器として型式証明を受けたHitz-B52型（M-DPC20002）を示す。
(注４) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたMSF-24P(S)型（C-SE-2110271）を示す。

ただし、MSF-24P(S)型に関する記載は公開情報に基づくものである。
(注５)「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
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2. 設置許可基準規則への適合性（第十六条）（遮蔽機能）

⚫ 設置許可基準規則の要求事項（続き）

規則等 要求事項 遮蔽設計の方針 特記事項

設置許可基準
規則解釈(注5)

別記４第16
条第２項

貯蔵建屋を設置する場合に
は、建屋の損傷によりその遮
蔽機能が著しく低下したとき
においても、工場等周辺の実
効線量は周辺監視区域外
における線量限度を超えない
こと。

型式証明申請の範囲外とする。

―

設置許可基準
規則解釈(注5)

別記４第16
条第5項

• 設計貯蔵期間を明確にし
ていること。

• 設計貯蔵期間中の温度、
放射線等の環境条件下
での経年変化を考慮した
材料及び構造であること。

• 設計貯蔵期間は60年とする。
• Hitz-P24型は、構成部材について、設計貯

蔵期間中の温度、放射線等の環境及びその
環境下での腐食、クリープ、応力腐食割れ等
の経年変化に対して信頼性を有する材料を
選定し、その必要とされる強度及び性能を確
保する設計とする。

Hitz-B52型（M-DPC20002(注

３)）及びMSF-24P(S)型（C-
SE-2110271 (注４)）と同様。
詳細は長期健全性の資料で別途
説明。

(注２)「使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
(注３) 使用済燃料貯蔵施設の特定容器として型式証明を受けたHitz-B52型（M-DPC20002）を示す。
(注４) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたMSF-24P(S)型（C-SE-2110271）を示す。

ただし、MSF-24P(S)型に関する記載は公開情報に基づくものである。
(注５)「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
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2. 設置許可基準規則への適合性（第十六条）（遮蔽機能）

確認内容 遮蔽設計の方針 先行型式との比較

使用済燃料
の放射線源

強度

評価条件

以下のように放射線源強度が保守的になる条件を設定
・中央部、外周部のそれぞれの収納制限の最高の燃焼度を設定
・ウラン濃縮度は最小値を設定
・使用済燃料の軸方向の燃焼度分布を考慮

承認を受けたHitz-B52型・
MSF-24P(S)型の考え方と同じ

燃焼計算
コード

ORIGEN2（ORIGEN2.2UPJ）
（ライブラリ：PWRU50）

承認を受けたHitz-B52型・
MSF-24P(S)型と同じ

特定兼用
キャスクの
遮蔽機能

評価

モデル化

以下のように配置形状を適切に考慮し、保守的な条件を設定
・材料密度は最小値を設定
・各構成部材の寸法は公称寸法とするが、密度を密度係数(注2)で補正
・使用済燃料の軸方向の移動を保守的に考慮

承認を受けたHitz-B52型・
MSF-24P(S)型の考え方と同じ

均質化

有限円筒モデルで直接モデル化できない以下の領域は均質化
・燃料領域
・バスケット最外周部
・側部中性子遮蔽材

承認を受けたHitz-B52型・
MSF-24P(S)型の考え方と同じ

トラニオン
部

別途モデル化し、線束接続により評価
承認を受けたHitz-B52型・

MSF-24P(S)型の考え方と同じ

遮蔽材
の劣化

設計貯蔵期間中の熱影響による中性子遮蔽材の質量減損を考慮
承認を受けたHitz-B52型・

MSF-24P(S)型の考え方と同じ

解析コード、
ライブラリ

DOT3.5コード
ライブラリ：MATXSLIB-J33

承認を受けたHitz-B52型・
MSF-24P(S)型と同じ(注3)

（注記）黄色着色箇所は、Hitz-P24型に特有の考慮を含む事項。

⚫ 審査ガイドの確認内容

（注1）「原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド」

審査ガイド(注1)の確認内容に対するHitz-P24型の遮蔽設計の方針を下表に示す。

（注2）密度係数＝公差を考慮した最小厚さ／公称厚さ
（注3）Hitz-B52型において断面積ライブラリにDLC-23/CASKを使用（ただし、MATXSLIB-J33でも別途評価）







© 2022 Hitachi Zosen Corporation 11無断複製・転載禁止 日立造船株式会社

2. 設置許可基準規則への適合性（第十六条）（遮蔽機能）

以上のとおり、Hitz-P24型は使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有する設計で
あり、遮蔽機能に係る設置許可基準規則の要求事項を満足している。

⚫ 遮蔽評価結果
遮蔽評価により、特定兼用キャスク表面及び表面から1m離れた位置における線量当量率は、評
価基準を下回ることを確認した。

設置（変更）許可申請において別途確認を要する条件
➢ 遮蔽評価で考慮した使用済燃料集合体の燃焼度に応じた使用済燃料集合体の配置の条件又は範囲を逸

脱しないような措置が講じられること。
➢ 貯蔵建屋内で貯蔵する場合において、当該貯蔵建屋の損傷によりその遮蔽機能が著しく低下した場合におい

ても、工場等周辺の実効線量は周辺監視区域外における線量限度を超えないこと。

項目

評価結果

評価基準使用済燃料集合体の型式

A型 B型

表面線量当量率 1.5mSv/h 1.4mSv/h 2mSv/h以下

表面から1m離れた位置
における線量当量率

84μSv/h 85μSv/h 100μSv/h以下
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2. 設置許可基準規則への適合性（第四条）

⚫ 設置許可基準規則の要求事項

規則等 要求事項 設計方針 特記事項

設 置 許 可 基
準規則（注1）

第4条第6項

兼用キャスクは、次のいずれかの地震力に対して
安全機能が損なわれるおそれがないものでなけれ
ばならない。
一 兼用キャスクが地震力により安全機能を損な

うかどうかをその設置される位置のいかんにかか
わらず判断するために用いる合理的な地震力
として原子力規制委員会が別に定めるもの

二 基準地震動による地震力

原子力規制委員会が別に定める
もの（兼用キャスク告示（注3）で
定める地震力）を考慮。

MSF-24P(S)型（C-SE-
2110271 （ 注 4 ） ） 及 び
HDP-69BCH(B)型（C-
SE-2201261（ 注 5 ））と
同様。

設 置 許 可 基
準規則（注1）

第4条第7項

兼用キャスクは、地震の発生によって生ずるおそ
れがある斜面の崩壊に対して安全機能が損なわ
れるおそれがないものでなければならない。

型式証明申請の範囲外とする。

－

設 置 許 可 基
準 規 則 解 釈
（ 注 2 ）別記4
第4条第2項

第6項に規定する地震力に対して、その安全機
能が損なわれるおそれがないものであること。

基礎等に固定する設置方法（縦
置き）とし、地震力に対してその安
全機能が損なわれないよう設計す
る。

HDP-69BCH(B)型（C-
SE-2201261（注5））と
同様。

(注１) 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」
(注２) 発電用原子炉施設に係る特定機器とし「使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
(注３) 「兼用キャスクが安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる地震力等を定める

告示」
(注４) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたMSF-24P(S)型（C-SE-2110271）を示す。

ただし、MSF-24P(S)型に関する記載は公開情報に基づくものである。
(注５) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたHDP-69BCH(B)型（C-SE-2110271）を示す。

ただし、 HDP-69BCH(B)型に関する記載は公開情報に基づくものである。

設置許可基準規則(注１) 第4条（地震による損傷の防止）の要求事項に対するHitz-P24型の設計方針を
下表に示す。
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2. 設置許可基準規則への適合性（第四条）

⚫ 設置許可基準規則の要求事項（つづき）

規則等 要求事項 設計方針 特記事項

設 置 許 可
基 準 規 則
解釈（注2）

別記4第4
条第2項

第6項に規定する地震力に対して、そ
の安全機能が損なわれるおそれがない
ものであること。

基礎等に固定する設置方法（縦置き）とし、
地震力に対してその安全機能が損なわれないよ
う設計する。

HDP-69BCH(B)型（C-
SE-2201261（注5））と
同様。

・自重その他の貯蔵時に想定される荷
重と第6項地震力を組み合わせた荷
重条件を考慮すること。

・塑性ひずみが生じる場合であっても、
その量が小さなレベルに留まって破断
延性限界に十分な余裕を有すること。

・兼用キャスクの閉じ込め機能を担保
する部位は、おおむね弾性状態に留
まる範囲で耐えること。

・自重その他の貯蔵時に想定される荷重と第6
項地震力を組み合わせた荷重条件を考慮する。

・閉じ込め機能を担保する部位は、おおむね弾
性状態に留まるよう設計する。

・臨界防止機能を担保するバスケットは、臨界防
止上有意な変形が生じないよう設計する。

・その他の部位については、塑性ひずみが生じる
場合であっても、破断延性限界に十分な余裕
を有するよう設計する。

HDP-69BCH(B)型（C-
SE-2201261（注5））と
同様。

兼用キャスクは、周辺施設からの波及
的影響によって、その安全機能を損な
わないように設計すること。

型式証明申請の範囲外とする。
－

設 置 許 可
基 準 規 則
解釈（注2）

別記4第4
条第3項

水平地震力及び鉛直地震力について
は、同時に不利な方向の組合せで作
用させること。

水平地震力及び鉛直地震力が同時に不利な
方向の組合せで作用することを考慮する。

MSF-24P(S)型（C-SE-
2110271（注4））及び
HDP-69BCH(B)型（C-
SE-2201261（注5））と
同様。

(注２) 発電用原子炉施設に係る特定機器とし「使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」
(注４) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたMSF-24P(S)型（C-SE-2110271）を示す。

ただし、MSF-24P(S)型に関する記載は公開情報に基づくものである。
(注５) 発電用原子炉施設に係る特定機器として型式証明を受けたHDP-69BCH(B)型（C-SE-2110271）を示す。

ただし、 HDP-69BCH(B)型に関する記載は公開情報に基づくものである。
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2. 設置許可基準規則への適合性（第四条）

⚫ 審査ガイドの確認内容

確認内容 設計方針 特記事項

設定方針 地震力 兼用キャスク告示（注２）で定める加速度を
考慮。
・水平2300Gal
・鉛直1600Gal

承 認 を 受 け た MSF-24P(S) 型 ・ HDP-
69BCH(B)型と同じ

基本方針 安全機能維持 基礎等に固定する設置方法（縦置き）と
し、地震力に対してその安全機能が損なわ
れないよう設計する。

承認を受けたHDP-69BCH(B)型と同じ

波及的影響 型式証明申請の範囲外とする。 －

基礎地盤及び周辺斜面 型式証明申請の範囲外とする。 －

荷重及び荷
重の組合せ

地震力以外の荷重 金属キャスク構造規格（注３）に基づいて、
貯蔵時に想定される荷重を考慮。

承認を受けたMSF-24P(S)型・HDP-
69BCH(B)型と同じ考え方

荷重の組合せ 兼用キャスクに作用する地震力と地震力
以外の荷重による組合せを考慮。

承認を受けたMSF-24P(S)型・HDP-
69BCH(B)型と同じ考え方

(注１) 「原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド」
(注２) 「兼用キャスクが安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる地震力等を定める

告示」
(注３) 「使用済燃料貯蔵施設規格 金属キャスク構造規格（JSME S FA1-2007）」

審査ガイド(注１) の確認内容に対するHitz-P24型の設計方針を下表に示す。
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2. 設置許可基準規則への適合性（第四条）

⚫ 審査ガイドの確認内容（つづき）

確認内容 設計方針 特記事項

許容限界 規格等 金属キャスク構造規格（注２）に基づき、許容限界を
設定。

承 認 を 受 け た MSF-24P(S) 型 ・
HDP-69BCH(B)型と同じ

閉じ込め機能 密封境界部がおおむね弾性範囲内となる許容限界。 承 認 を 受 け た MSF-24P(S) 型 ・
HDP-69BCH(B)型と同じ

臨界防止機能 バスケットが臨界防止上有意な変形をおこさない許容
限界。

承認を受けたHDP-69BCH(B)型と
同じ

静的解析及
び地震応答
解析

解析モデル及び解
析手法

Hitz-P24型の実形状を適切にモデル化
①下部トラニオン：工学式
②特定兼用キャスク本体：有限要素法【ABAQUS】
③バスケット：工学式
④伝熱フィン：工学式

①：承認を受けたHDP-69BCH(B)
型と同じ考え方
②：承認を受けたHitz-B52型（注4）

と同じ考え方
③④：承認を受けたMSF-24P(S)
型と同じ考え方

地震力 水平地震力及び鉛直地震力を不利な方向に同時に
作用。

承 認 を 受 け た MSF-24P(S) 型 ・
HDP-69BCH(B)型と同じ考え方

耐震性評価 応力評価 地震力と地震力以外の荷重を組合せて得られる応力
等が許容限界を超えないことを確認。

承認を受けたMSF-24P(S)型・
HDP-69BCH(B)型と同じ考え方

疲労評価 金属キャスク構造規格（注３）に基づき、疲労解析不
要の条件を満たすことを確認。

承認を受けたHDP-69BCH(B)型と
同じ考え方

(注記) 黄色着色箇所は、Hitz-P24型に特有の考慮を含む事項。
(注１) 「原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド」
(注２) 「兼用キャスクが安全機能を損なうかどうかをその設置される位置のいかんにかかわらず判断するために用いる地震力等を定める

告示」
(注３) 「使用済燃料貯蔵施設規格 金属キャスク構造規格（JSME S FA1-2007） 」
(注４) 使用済燃料貯蔵施設の特定容器として型式証明を受けたHitz-B52型を示す。
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2. 設置許可基準規則への適合性（第四条）

⚫ 評価結果（2/3）
（2）兼用キャスク本体、バスケット及び伝熱フィン
➢ 密封境界部、バスケット、外筒及び伝熱フィンに生じる応力は評価基準を満足する。

➢ 地震時に一次蓋に生じる慣性力は一次蓋の締付による摩擦力より小さいため、一次蓋に横ずれ
は生じない。

評価部位 応力の種類
応力（注）

（MPa）
評価基準
（MPa）

一次蓋シール部 PL＋Pb＋Q 23 231

一次蓋ボルト σm＋σb 260 913

バスケットプレート 応力強さ 3 143

外筒 引張 58 340

伝熱フィン 応力強さ 1 192

表 地震時の構成部材の応力評価結果

表 地震時の密封境界部の横ずれ評価結果

項目 計算結果（N） 評価基準（N）（注）

一次蓋の慣性力 1.39×105 2.01×106

（注）評価基準は一次蓋ボルトの締付による摩擦力である。

（注）各評価部位のうち、評価基準に対する余裕が最も少ない結果を記載。



© 2022 Hitachi Zosen Corporation 20無断複製・転載禁止 日立造船株式会社

2. 設置許可基準規則への適合性（第四条）

⚫ 評価結果（3/3）
（3）疲労解析不要の条件
➢ 疲労解析不要の条件を満足することを確認した。

表 疲労解析不要の条件の確認結果

評価項目
計算結果

（MPa）（注1）

評価基準
（MPa）（注2）

機械的荷重により
生じる応力の全振幅

72 262

（注1）地震による繰り返し荷重によってトラニオン接続部に生じる応力の全振幅
（トラニオン接続部（めねじ部）に生じるせん断応力の2倍）

（注2）「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4061・補-1984」を参考に
荷重変動回数を10000回と設定し、荷重変動回数を金属キャスク構造
規格の別図8-1に示す許容繰り返し回数とした場合の繰り返しピーク応力
強さ

設置変更許可申請において別途確認を要する条件
➢ Hitz-P24型を使用した場合に、貯蔵施設の貯蔵架台が、原子力規制委員会が別に定める地

震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐え得る設計であること。
➢ 地震時に貯蔵施設の周辺施設等からの波及的影響評価によりHitz-P24型の安全機能が損

なわれるおそれがないこと。

以上のとおり、地震力と地震力以外の荷重を組合せて得られる応力等が許容限界を超えない
ことから、Hitz-P24型の安全機能が損なわれるおそれはない。したがって、Hitz-P24型は地震に
よる損傷の防止に係る設置許可基準規則の要求事項を満足している。
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3. 指摘事項（コメント）リスト
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

1
2021/11/11

審査会合

特定機器を使用することが
できる原子炉施設の条件の
記載については、条件が明
確に記載されていないものが
あるので、今後審査の中で
整理して説明すること。

全般

臨界防止機能、除熱機能に係る条件については、
第14回審査会合資料1-1の中の「２．設置許可
基準規則への適合性（第十六条）」の説明で回
答する。

臨界防止機能、除熱
機能に対する条件につ
いては、第14回審査会
合で回答。

閉じ込め機能に係る条件については、第15回審査
会合資料1-1の中の「２．設置許可基準規則への
適合性（第十六条）」の説明で回答する。

閉じ込め機能に対する
条件については、第15
回審査会合で回答。

遮蔽機能に係る条件については、第16回審査会合
資料1-1の中の「２．設置許可基準規則への適合
性（第十六条、第四条）」の説明で回答する予定。
⇒P.11参照

遮蔽機能に対する条件
については、第16回審
査会合で回答予定。

2
2021/11/11

審査会合

評価に用いた解析のコード
について、それぞれの適用性
について、検証の方法や適
用性を整理して説明すること。
既許可で使用したコードで
あっても、バージョンや核定
数の違いがある場合はそれ
を含めて適用性を説明する
こと。

4条,5条,
6条,16条

臨界防止機能の評価にはSCALEコードシステム
（SCAL6.2.1）（臨界計算はKENO-V.a、断面
積ライブラリはENDF/B-Ⅶに基づく252群の多群断
面積ライブラリ）を用いている。
SCALEコードシステムについては、Hitz-P24型の評
価条件に類似する複数の臨界実験ベンチマーク解
析を実施して、適用性を確認している。
除熱機能評価では、崩壊熱計算にORIGEN2
（ORIGEN2.2UPJ）、温度計算にABAQUSを
用いている。
ORIGEN2については、ANS標準崩壊熱データによ
り検証され、Hitz-P24型に収納する使用済燃料と
同等の冷却条件における適用性を確認している。
ABAQUSについては、Hitz-P24型と同等の伝熱形
態を有する兼用キャスクの伝熱試験により検証され
適用性が確認されている。

臨界防止機能、除熱
機能の評価に用いた解
析コードについては、第
14回審査会合で回答。
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

2
2021/11/11

審査会合

評価に用いた解析のコードについて、それぞ
れの適用性について、検証の方法や適用
性を整理して説明すること。既許可で使用
したコードであっても、バージョンや核定数の
違いがある場合はそれを含めて適用性を説
明すること。

4条,5条,
6条,16条

遮蔽防止機能の評価では線源強度評
価にORIGEN2（ORIGEN2.2UPJ）、
線量当量率計算にDOT3.5コードを用
いている。
ORIGEN2については、ANS標準崩壊
熱データにより検証され、Hitz-P24型に
収納する使用済燃料と同等の冷却条
件における適用性を確認している。
DOT3.5コードについては、使用済燃料
輸送容器において、測定値と解析値の
比較により妥当性の確認を行っている。
また、断面積ライブラリには、遮蔽性能に
関するベンチマーク解析で信頼性が確
認されているJENDL-3.3に基づく
MATXSLIB-J33を用いる。

遮蔽機能に対する条
件については、第16
回審査会合で回答
予定。
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

3
2021/11/11

審査会合

バスケットは複雑な構造をしているので、バ
スケットプレート及びバスケットを支持する部
分にどのように力が伝わっていくか説明する
こと。

4条,5条,
6条,16

条

バスケット構造の詳細については、第14回審査
会合資料1-1の中の「参考１．Hitz-P24型の
概要（構造・収納条件等）」に示す。（P.30
～34参照）
バスケットは内側部と外側部に分割されており、
それぞれアルミニウム合金製のプレートを軸方向
に重ねた構造である。プレートはタイロッドで軸方
向に連結されており、径方向はリーマピンで位置
決めされている。
内側部は外側部に囲まれた空間に挿入される
（固定はされていない。）。内側部が径方向に
移動する場合は、外側部に平面で支持される
構造であり、内側部（燃料集合体含む）の荷
重は外側部に伝達される。
外側部は本体胴に支持され、また固定金具に
より径方向には本体胴に固定されており、外側
部（燃料集合体含む）の荷重は内側部から
伝達されるものも含めて、本体胴に直接伝達す
るか、固定金具を介して本体胴に伝達する。

第14回審査会
合で回答。

4
2021/11/11

審査会合

地震、津波、竜巻の評価では、一部の部
材の応力評価結果のみが示されているが、
基準要求事項としては、告示の条件に対
してキャスクの安全機能が損なわれないこと
であるので、４つの安全機能を担保する
キャスクの部材の応力評価結果を示し、安
全機能の維持の成立性を定量的に説明
すること。また、設計基準値の考え方も説
明すること。
さらに、津波、竜巻については、外運搬規
則の0.3m落下の衝突荷重と比較してい
る考え方や適切性についても説明すること。

4条,5条,
6条

地震の評価については、第16回審査会合資料
1-1の中の「２．設置許可基準規則への適合
性（第十六条第四条）」の説明で回答する予
定。
⇒P.14～20参照

地震の評価につ
いては、第16回
審査会合で回答
予定。



© 2022 Hitachi Zosen Corporation 25無断複製・転載禁止 日立造船株式会社

３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

5
2021/11/11

審査会合

臨界評価における「技術的に想定されるい
かなる場合」について、例えば燃料装荷時
の満水状態や、排水時の水位変化などの
状態をすべて考慮して臨界防止できること
の説明をすること。

16条

Hitz-P24型への燃料装荷から貯蔵施
設への搬入、搬出、燃料取出しまでの
ハンドリングフローを整理し、各取扱い
モードにおけるHitz-P24型の条件を踏
まえた臨界防止機能の成立性を確認し
ており、例えば燃料装荷時の満水状態
や、排水時の水位変化などの状態等の
使用済燃料を収納した条件下で、技術
的に想定されるいかなる場合でも中性
子実効増倍率が0.95以下となる設計
となっていることを確認している。

詳細は、第14回審査会合資料1-1の
中の「２．設置許可基準規則への適
合性（第十六条）」の説明の中で回
答する。
⇒P.9～12参照

第14回審査会合で
回答。

6
2021/11/11

審査会合

金属ガスケットの長期健全性について、公
開知見などどのような技術的根拠を使った
のかを明確にした上で説明すること。

16条
今後回答する。 未

（今後回答予定）

7
2021/11/11

審査会合

バスケット用アルミニウム合金の設計用強
度を決めるまでの一連の流れについて、以
下の点を明確にすること。
・考え方、評価方法を含め国内でどのよう
な許認可実績を持っているか
・評価方法、評価結果を使うにあたって具
体的にどのような検証がなされてきているか
・今回本申請にこの考え方を適用すること
について、どのように適用性を整理し、どのよ
うな根拠があるか

全般

今後回答する。 未
（今後回答予定）
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

８
2022/2/8
審査会合

臨界防止機能については、減速材（水）
がキャスク内に偏在することなく均一に排出
できる構造であるとしていることについて、バ
スケットプレートの構造面の特性等を踏まえ
て、詳細に説明すること。

16条

Hitz-P24型の取扱いにおいて、使用済
燃料を収納した状態での容器内水の水
位の変動が想定されるのは、以下の場
合である。
・燃料装荷後の排水時
・燃料取出し前の注水時

Hitz-P24型のバスケットは、燃料格子
は軸方向に貫通しており、最底部のバス
ケットプレートの下面側には、燃料格子
間及び燃料格子からバスケット外周部
につながる溝が設けてあり、ドレンパイプ
から容器外へ排水される流路となってい
る。また、水ギャップ部については、最上
部及び最下部のバスケットプレートを除く、
その間のプレートは軸方向に貫通してお
り、最上部のバスケットプレートの下面側
及び最底部のバスケットプレートの上面
側には、水ギャップから近傍の燃料格子
につながる溝が設けてあり、燃料格子内
の水と同じ流路で排水される設計となっ
ている。
そのため、注排水時にバスケット格子内
部と水ギャップとの水位差はほとんど生じ
ない。
詳細は、第15回審査会合資料1-1
（本資料）の中の「4．指摘事項への
回答」の説明で回答する。

第15回審査会合で
回答。
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３．指摘事項（コメント）リスト

No. 受領日 コメント内容 該当条文 コメント回答 対応状況

９
2022/2/8
審査会合

除熱機能については、伝熱解析コード
（ABAQUS）の適用性について、本申請
の特定兼用キャスクと ABAQUS コードの
解析機能の検証に用いた定常伝熱試験
用供試体との伝熱形態の比較等を踏まえ
て、詳細に説明すること。

16条

Hitz-P24型と定常伝熱試験用供試体
は、主要な構造及び収納物仕様は同
等であり、伝熱形態（伝導、放射、対
流）は同様である。そのため、定常伝熱
試験用供試体の伝熱試験により検証さ
れた伝熱解析コード（ABAQUS）の
Hitz-P24型への適用性は確認されて
いる。
詳細は、第15回審査会合資料1-1
（本資料）の中の「4．指摘事項への
回答」の説明で回答する。

第15回審査会合で
回答。

10
2022/2/8
審査会合

第14回審査会合資料1-4の別紙1に記
載されている除熱解析の保守性について、
保守的となる理由を、感度解析の結果等
を踏まえ、より詳細に説明すること。

16条

詳細は、第15回審査会合資料1-1
（本資料）の中の「4．指摘事項への
回答」の説明で回答する。

第15回審査会合で
回答。
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4. 今後の説明スケジュール
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参考１．Hitz-P24型の概要（構造・収納条件等）
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参考２．承認を受けたキャスクとの違い
（ Hitz-B52型・MSF-24P(S)型・HDP-69BCH(B)型）
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参考２．承認を受けたキャスクとの違い（遮蔽機能）

確認内容
遮蔽設計の方針

差異
Hitz-P24型 Hitz-B52型 MSF-24P(S)型

使用済燃料の放
射線源強度

評価条件

以下のように放射線源強
度が保守的になる条件を
設定
・中央部、外周部のそれぞ
れの収納制限の最高の燃
焼度を設定
・ウラン濃縮度は最小値を
設定
・使用済燃料の軸方向の
燃焼度分布を考慮

以下のように放射線源強
度が保守的になる条件を
設定
・中央部、外周部のそれぞ
れの収納制限の最高の燃
焼度を設定
・ウラン濃縮度は最小値を
設定
・使用済燃料の軸方向の
燃焼度分布を考慮

以下のように放射線源強
度が保守的になる条件を
設定
・中央部、外周部のそれぞ
れの収納制限の最高の燃
焼度を設定
・ウラン濃縮度を保守的に
設定
・使用済燃料の軸方向の
燃焼度分布を考慮

考え方は同じ

燃焼計算コード

ORIGEN2
（ORIGEN2.2UPJ）
（ライブラリ：
PWRU50）

ORIGEN2
（ORIGEN2-82）
（ライブラリBWRU）

ORIGEN2
（ORIGEN2.2UPJ）
（ライブラリ：PWRU50, 
PWRU）

解析コード(ORIGEN2)
は３型式とも同じ。
コードのバージョン及びライ
ブラリはMSF-24P(S)型と
同じ。

特定兼用
キャスクの

遮蔽機能評価
モデル化

以下のように配置形状を
適切に考慮し、保守的な
条件を設定
・材料密度は最小値を設
定
・各構成部材の寸法は公
称寸法とし、密度を密度
係数※で補正
・使用済燃料の軸方向の
移動を保守的に考慮

以下のように配置形状を
適切に考慮し、保守的な
条件を設定
・材料密度は最小値を設
定
・各構成部材の寸法は公
称寸法とし、密度を密度
係数※で補正
・使用済燃料の軸方向の
位置は縦置き時を考慮

以下のように配置形状を
適切に考慮し、保守的な
条件を設定
・材料密度は最小値を設
定
・各構成部材の寸法は公
称寸法とし、密度を密度
係数※で補正
・使用済燃料の軸方向の
移動を保守的に考慮

考え方は同じ

⚫ 遮蔽設計の方針の比較

※：密度係数＝公差を考慮した最小厚さ／公称厚さ
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参考２．承認を受けたキャスクとの違い（遮蔽機能）

確認内容
遮蔽設計の方針

差異
Hitz-P24型 Hitz-B52型 MSF-24P(S)型

特定兼用
キャスクの

遮蔽機能評価

均質化

有限円筒モデルで直接モ
デル化できない以下の領
域は均質化
・燃料領域
・バスケット外周部
・側部中性子遮蔽材

有限円筒モデルで直接モ
デル化できない以下の領
域は均質化
・燃料領域
・バスケット外周部
・側部中性子遮蔽材

有限円筒モデルで直接モ
デル化できない以下の領
域は均質化
・燃料領域
・バスケット外周部
・側部中性子遮蔽材

考え方は同じ

トラニオン部
別途モデル化し、線束接
続により評価

別途モデル化し、線束接
続により評価

別途モデル化し、線束接
続により評価

考え方は同じ

遮蔽材
の劣化

設計貯蔵期間中の熱影
響による中性子遮蔽材の
質量減損を考慮

設計貯蔵期間中の熱影
響による中性子遮蔽材
の質量減損を考慮

設計貯蔵期間中の熱影
響による中性子遮蔽材の
質量減損を考慮

考え方は同じ

解析コード、
ライブラリ

DOT3.5コード
ライブラリ：MATXSLIB-
J33

DOT3.5コード
ライブラリ：
DLC-23/CASK
(MATXSLIB-J33)

DOT3.5コード※

ライブラリ：MATXSLIB-
J33

解析コード(DOT3.5)は
３型式とも同じ。
ライブラリはMSF-24P(S)
型と同じ。

⚫ 遮蔽設計の方針の比較

※：MSF-24P(S)型はMCNP5コードによる評価も実施しているが、本表ではHitz-P24型と同じDOT3.5コードでの評価内容のみを比較
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参考2. 承認を受けたキャスクとの違い（地震による損傷の防止）

⚫ 地震による損傷の防止に対する設計方針の比較

確認内容

設計方針

差異
Hitz-P24型 Hitz-B52型

MSF-
24P(S)型

HDP-
69BCH(B)型

設定方針 地震力 水平：2300Gal
鉛直：1600Gal

水平：1.4G
鉛直：0.87G

水平：2300Gal
鉛直：1600Gal

水平：2300Gal
鉛直：1600Gal

MSF-24P(S) 型 ・ HDP-
69BCH(B)型と同じ

基本方針 安全機能
維持

・基礎等に固定す
る設置方法（縦
置き）

・基礎等に固定す
る設置方法（縦
置き）

・蓋部が金属部へ
衝突しない設置
方法（横置き）

・基礎等に固定す
る設置方法（縦
置き）

・基礎等に固定す
る設置方法（横
置き）

・蓋部が金属部へ
衝突しない設置
方法（横置き）

Hitz-B52 型 ・ HDP-
69BCH(B)型と同じ

荷重及び荷
重の組合せ

地震力以
外の荷重

貯蔵時に想定され
る荷重

貯蔵時に想定され
る荷重

貯蔵時に想定され
る荷重

貯蔵時に想定され
る荷重

同じ考え方

荷 重 の 組
合せ

地震力と地震力
以外の荷重による
組合せ

地震力と地震力
以外の荷重による
組合せ

地震力と地震力
以外の荷重による
組合せ

地震力と地震力
以外の荷重による
組合せ

同じ考え方

許容限界 規格等 金属キャスク構造
規格

金属キャスク構造
規格

金属キャスク構造
規格

金属キャスク構造
規格

同じ（使用している材料の
違いによる許容限界の違い
あり）

閉 じ 込 め
機能

密封境界部がおお
むね弾性範囲

密封境界部が弾
性範囲

密封境界部がおお
むね弾性範囲

密封境界部がおお
むね弾性範囲

MSF-24P(S)型・HDP-
69BCH(B)型と同じ

臨界防止
機能

バスケットが臨界
防止上有意な変
形をおこさない

弾性状態に留まる
こと

弾性状態に留まる
こと

バスケットが臨界
防止上有意な変
形をおこさない

HDP-69BCH(B)型と同じ
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参考2. 承認を受けたキャスクとの違い（地震による損傷の防止）

⚫ 地震による損傷の防止に対する設計方針の比較（つづき）

確認内容

設計方針

差異
Hitz-P24型 Hitz-B52型

MSF-
24P(S)型

HDP-
69BCH(B)型

静 的 解 析
及 び 地 震
応答解析

解析モデル
及び解析手
法

①下部トラニオン

工学式
（ねじ込み）

工学式
（ボルト固定）

工学式
（しまり嵌め）

工学式
（ねじ込み）

HDP-69BCH(B)型と同じ
（設計の違いを考慮）

②兼用キャスク本体

有 限 要 素 法
【ABAQUS】

有 限 要 素 法
【ABAQUS】
又は工学式

工学式 0.3m落下で代表 Hitz-B52型と同じ
（設計の違いを考慮）

③バスケット

工学式 有 限 要 素 法
【ABAQUS】
又は工学式

工学式 工学式 MSF-24P(S)型と同じ
（設計の違いを考慮）

④伝熱フィン

工学式 － 工学式 － MSF-24P(S)型と同じ

地震力 水平地震力及び
鉛直地震力

水平地震力及び
鉛直地震力

水平地震力及び
鉛直地震力

水平地震力及び
鉛直地震力

同じ考え方

耐 震 性 評
価

応力評価 許容限界を超えな
いこと

許容限界を超えな
いこと

許容限界を超えな
いこと

許容限界を超えな
いこと

同じ考え方

疲労評価 疲労解析不要の
条件を満たすこと

－ － 疲労解析不要の
条件を満たすこと

HDP-69BCH(B)型と同じ
考え方






